
 

 令和７年度（２０２５年度）町田市一般会計予算の一部を次のように修正する。 

 第１条第１項中「１９３，０７５，４１１千円」を「１９０，９２８，２４０千円」

に改める。 

 第１表歳入歳出予算、第２表債務負担行為及び第３表地方債の表の一部を次のよう

に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第１表 歳入歳出予算 

歳  入                              単位：千円 

款 項 原 案 額 
修 正 額 

修正後金額 
増 減 

15.国庫支出金 
 40,186,046 ― 106,204 40,079,842 

2.国庫補助金 4,588,966 ― 106,204 4,482,762 

16.都支出金 
 30,342,015 ― 15,153 30,326,862 

2.都補助金 16,710,160 ― 15,153 16,695,007 

18.寄附金 
 318,581 ― 465 318,116 

1.寄附金 318,581 ― 465 318,116 

19.繰入金 
 8,843,267 ― 792,269 8,050,998 

2.基金繰入金 8,614,351 ― 792,269 7,822,082 

21.諸収入 
 4,828,662 ― 80 4,828,582 

6.雑入 3,161,477 ― 80 3,161,397 

22.市債 
 10,316,000 ― 1,233,000 9,083,000 

1.市債 10,316,000 ― 1,233,000 9,083,000 

歳 入 合 計 193,075,411 ― 2,147,171 190,928,240 

 

 

歳  出                             単位：千円 

款 項 原 案 額 
修 正 額 

修正後金額 
増 減 

3.民生費 
 101,557,996 ― 2,430 101,555,566 

2.児童福祉費 44,193,713 ― 2,430 44,191,283 

8.土木費 

 17,202,898 ― 271,259 16,931,639 

2.道路橋梁費 5,425,897 ― 8,119 5,417,778 

3.都市計画費 10,965,979 ― 263,140 10,702,839 



10.教育費 

 20,619,136 ― 1,873,482 18,745,654 

1.小中学校費 16,678,209 ― 1,267,408 15,410,801 

2.社会教育費 3,010,588 ― 606,074 2,404,514 

歳 出 合 計 193,075,411 ― 2,147,171 190,928,240 

 

第２表 債務負担行為                       単位：千円 

事   項 期 間 限 度 額 修正内容 

鶴川西地区統合小学校物品等

移転事業 

令和 7 年度から 

令和 8 年度まで 
30,634 削除 

鶴川第四小学校解体事業 
令和 7 年度から 

令和 8 年度まで 
617,717 削除 

南第一小学校単独建替え基本

設計・実施設計事業 

令和 7 年度から 

令和 8 年度まで 
286,533 削除 

本町田地区・南成瀬地区統合新

設小学校整備等ＰＦＩ事業 

設計・建設・解体モニタリング

事業 

令和 7 年度から 

令和 9 年度まで 
60,082 削除 

芹ヶ谷公園“芸術の杜”整備事

業 

令和 7 年度から 

令和 9 年度まで 
902,248 削除 

 

第３表 地方債                          単位：千円 

起 債 の 目 的  原 案 額 

修 正 額 
修正後金額 

（修正内容） 
増 減 

都市計画公園整備事業 1,319,000 ― 167,000 
1,152,000 

（減額） 



小中学校施設改築事業 792,000 ― 631,000 
161,000 

（減額） 

文化施設整備事業 435,000 ― 435,000 
0 

（削除） 

計 10,316,000 ― 1,233,000 9,083,000 

 

 

  



予算修正の説明 

 

１． 第１条第１項中、歳入歳出予算の額１９３，０７５，４１１千円から歳入歳出

それぞれ２，１４７，１７１千円を減額し、１９０，９２８，２４０千円とす

る。 

 

２． 第１表歳入歳出予算の歳入、款１５．国庫支出金、項２．国庫補助金４，５８

８，９６６千円のうち、目４. 土木費国庫補助金の都市計画公園整備費《公園

緑地課》１９０，３００千円から１３，４００千円を減額し、目５. 教育費国

庫補助金の小中学校新設事業費《施設課》６３，６００千円を削除し、小中学

校施設大規模改造事業費《施設課》１３２，６６８千円から２９，２０４千円

を減額し、４，４８２，７６２千円とする。 

 

３． 第１表歳入歳出予算の歳入、款１６．都支出金、項２．都補助金１６，７１０，

１６０千円のうち、目１. 総務費都補助金の市町村総合交付金《財政課》４，

５２７，４３１千円から７，３３６千円、目６. 土木費都補助金の都市計画公

園整備費《公園緑地課》６２，５２０千円から４，０２０千円、緑地保全事業

費《公園緑地課》２２，６００千円から３，３８４千円を減額し、目８. 教育

費都補助金の新しい学校づくり重点支援事業費《教育総務課》４１３千円を削

除し、１６，６９５，００７千円とする。 

 

４． 第１表歳入歳出予算の歳入、款１８．寄附金、項１．寄附金３１８，５８１千

円のうち、目２. 指定寄附金の指定寄附金《財政課》２３５，８１８千円から

４６５千円を減額し、３１８，１１６千円とする。 

 

５． 第１表歳入歳出予算の歳入、款１９．繰入金、項２．基金繰入金８，６１４，３

５１千円のうち、目１. 基金繰入金の財政調整基金繰入金《財政課》５，４９

６，８６０千円から５６７，８１４千円、公共施設整備基金繰入金《財政課》



２，０００，０００千円から２２１，０００千円、まち・ひと・しごと創生基金

繰入金《企画政策課》６，００６千円から３，４５５千円を減額し、７，８２

２，０８２千円とする。 

 

６． 第１表歳入歳出予算の歳入、款２１．諸収入、項６．雑入３，１６１，４７７千

円のうち、目５.雑入の講習会等参加費《国際版画美術館》８０１千円から８０

千円を減額し、３，１６１，３９７千円とする。 

 

７． 第１表歳入歳出予算の歳入、款２２．市債、項１．市債１０，３１６，０００千

円のうち、目４. 土木債の都市計画公園整備事業《公園緑地課》１，３１９，

０００千円から１６７，０００千円、目６.教育債の小中学校施設改築事業《施

設課》７９２，０００千円から６３１，０００千円を減額し、文化施設整備事

業《国際版画美術館》４３５，０００千円を削除し、９，０８３，０００千円と

する。 

 

８． 第１表歳入歳出予算の歳出、款３．民生費、項２．児童福祉費４４，１９３，７

１３千円のうち、目５．児童青少年費の児童青少年育成費２５２，８２５千円

から１００千円、学童保育費２，１８３，４０７千円から２，３３０千円を減

額し、４４，１９１，２８３千円とする。 

 

９． 第１表歳入歳出予算の歳出、款８．土木費、項２．道路橋梁費５，４２５，８９

７千円のうち、目３．道路維持費の道路維持費１，２４８，０４０千円から８，

１１９千円を減額し、５，４１７，７７８千円とし、項３．都市計画費１０，９

６５，９７９千円のうち、目８．公園緑地費の都市公園費２，９１５，００４

千円から２２７，９５１千円、野津田公園費１１５，０２４千円から３５，１

８９千円を減額し、１０，７０２，８３９千円とする。 

 

１０． 第１表歳入歳出予算の歳出、款１０．教育費、項１．小中学校費１６，６７８，



２０９千円のうち、目１．教育総務費の小学校管理運営費１，０５６，７５７

千円から３８，２２２千円、目２．学校施設費の小学校施設費２，１５４，７

５４千円から１，１４１，１２３千円、中学校施設費１，６０５，３９６千円

から３，０６６千円、目３．学事費の小学校維持費２５，２７５千円から４６

２千円、目４．保健給食費の小学校給食運営費８７３，３７８千円から３，９

６６千円、目５．教育指導費の小学校ネットワーク費８３４，５８４千円から

１６，５２１千円、目７．新たな学校づくり推進費の事務局運営費６４，１０

３千円から６４，０４８千円を減額し、１５，４１０，８０１千円とし、項２．

社会教育費３，０１０，５８８千円のうち、目７．美術館費の芹ヶ谷公園“芸

術の杜”整備事業費６０６，０７４千円を削除し、２，４０４，５１４千円と

する。 

 

１１． 第２表債務負担行為の事項から鶴川西地区統合小学校物品等移転事業、鶴川第

四小学校解体事業、南第一小学校単独建替え基本設計・実施設計事業、本町田

地区・南成瀬地区統合新設小学校整備等ＰＦＩ事業 設計・建設・解体モニタ

リング事業、芹ヶ谷公園“芸術の杜”整備事業を削除する。 

 

１２． 第３表地方債の限度額１０，３１６，０００千円のうち、都市計画公園整備事

業の限度額１，３１９，０００千円から１６７，０００千円、小中学校施設改

築事業の限度額７９２，０００千円から６３１，０００千円を減額、文化施設

整備事業の限度額４３５，０００千円を削除し、９，０８３，０００千円とす

る。 


